
別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

福祉活動指導員設置費補助金 元気な社会 ○ 25 61 1 ○ 12,640 0 0 12,640 ○ ○ ○ 0

社会福祉協議会育成事業補助金 元気な社会 ○ 25 61 1 ○ 0 0 0 0 ○ ○ ○ 0

福祉施設経営指導事業補助金 元気な社会 ○ 3 20 1 ○ 6,419 0 0 6,419 ○ ○ ○ 0

民間社会福祉施設整備利子補給補助金 元気な社会 ○ 45 41 1 ○ 19,042 0 0 19,042 ○ ○ ○ ○ 0

社会福祉施設職員退職共済事業補助金 元気な社会 ○ 36 50 1 ○ 232,700 0 0 232,700 ○ ○ 0

民間社会福祉施設退職手当共済事業補助金 元気な社会 ○ 46 40 1 ○ 70,355 0 0 70,355 ○ ○ ○ 0

社会福祉施設職員福利厚生事業補助金 元気な社会 ○ 50 36 1 ○ 1,972 0 1,972 0 ○ ○ ○ 0

民間社会福祉施設振興資金貸付事業 元気な社会 ○ 46 40 1 ○ 27,500 0 27,500 0 ○ 0

民間法人指導育成事業 元気な社会 ○ ○ 45 40 2 ○ 6,127 0 536 5,591 ○ ○ ○ 0

民生児童委員資質向上事業 元気な社会 ○ ○ 23 63 5 ○ 121,493 672 0 120,821 ○ ○ ○ ○ ○ 0

社会福祉推進事業 元気な社会 ○ ○ 30 56 8 ○ 71,944 22,684 36,679 12,581 ○ ○ ○ ○ ○ 0

地域福祉推進事業 元気な社会 ○ 11 12 2 ○ 85,603 42,801 0 42,802 ○ ○ ○ ○ 0

ボランティア活動振興事業 元気な社会 ○ 6 17 3 ○ 13,566 6,782 0 6,784 ○ ○ ○ ○ ○ 0

ふくい健康の森管理運営事業 元気な社会 ○ 11 12 1 ○ 480,028 54,703 11,168 414,157 ○ ○ ○ ○ 0

福祉マンパワー養成確保事業 元気な社会 ○ 5 18 2 ○ 29,881 6,639 1,668 21,574 ○ ○ ○ ○ ○ 0

地域改善事業 元気な社会 ○ ○ 44 42 1 ○ 2,777 0 0 2,777 ○ ○ ○ 0

隣保館運営費補助金 元気な社会 ○ 44 42 1 ○ 27,050 18,032 0 9,018 ○ ○ ○ 0

遺家族等援護諸費 元気な社会 ○ 24 62 2 ○ 6,268 0 0 6,268 ○ ○ ○ 0

被爆者生活相談委託事業 元気な社会 ○ 53 33 1 ○ 160 80 0 80 ○ ○ ○ 0

人権教育啓発推進事業 元気な社会 ○ ○ 12 11 5 ○ 24,388 16,431 570 7,387 ○ ○ ○ ○ ○ 0

拉致被害者・家族自立促進事業 元気な社会 ○ 15 8 2 ○ 3,080 0 471 2,609 ○ 0

社会福祉施設整備事業補助金 元気な社会 ○ 21 2 1 ○ 9,501 0 6,334 3,167 ○ 0

27 4 16 7 44 22 0 1,252,494 168,824 86,898 996,772 5 7 4 3 3 0 4 1 8 4 2 3 4 1 1 0 0 22 0 0 0 0 0 0 0 0

福井新元気宣言
における位置付け

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類 評価に基づく今後の対応活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
22年度
予算額

 財源内訳

平成２２年度事務事業評価結果(課・室)総括表

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般会計

（単位：千円）地域福祉課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ 25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 61 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

13,010 12,930 12,850 12,860

13,010 12,930 12,850 12,860

13,010 12,930 12,850 12,860

5 5 5 5

332 347 378 426

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所属の

方　針

指標

平成22年度予算額

12,640

社会福祉を取り巻く状況が変化し、県社協および各市町社協に求められる福祉サービスは多様化
しており、福祉活動指導員による調査研究や指導助言は引き続き実施していく必要がある。

[事業の評価]

その他特定財源

一　般　財　源

縮　　減

□ □

□

□

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

国　　　　　庫

の推移

区　　　　　　分

福祉活動指導回数成果

指標

活動 福祉活動指導員数

事業効果

△ 0.7%

△ 0.4%

□拡　　充

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

地域福祉

0.0%

事業終了
予定年度

経過年数
事　業
開　始
年　度

（単位：千円）

△ 0.7%

特別会計

法定受託事務

8.7%

国　庫

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

12,640

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名

一般会計

継　　続■ 休　　止

□ 廃　　止

計 画 の 達 成 状 況

財源内訳

予　算　額　（単位：千円）

結果分類

Ⅱ

Ⅰ

終期の見直し
　福祉活動指導については、市町社協の組織運営に加え、災害時の福祉援助への対応といった課
題に関する指導・助言が増加した。

評価に

基づく

今後の

対　応

□

見　直　し　額

［活動指標、成果指標に対する評価］

特　記　事　項

整理統合

〕　　　＝　　　〔

完　　了

そ の 他

千　円

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

[事業目的]

県社協の事業推進の中心となる福祉活動指導員の設置に対し補助を行い、県社協の活動推進体制を整備強化し、民間社会福祉活動の充実強化を図る。

社会福祉活動の推進方策について調査研究等を行う福祉活動指導員の設置に対し補助する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

12,640

12,640

［事業内容］

区　　　　　　分

企業会計
会計区分

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

県　単

その他

福祉活動指導員設置費補助金 含まれる事業数

事務区分

健康福祉

－1－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ 25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 61 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

18,236 18,118 18,304 18,919

43,712 29,533 53,234 22,118

43,712 29,533 53,234 22,118

4 3 5 2

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

企業会計
会計区分

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

県　単

その他

社会福祉協議会育成事業補助金 含まれる事業数

事務区分

健康福祉

[事業目的]

県社協の運営の安定化と各事業の推進を図ることにより、地域福祉の推進に資する。

県社協の運営費に対し補助する。

0

[予算額および指標の推移等]

22年度

10,781

0

［事業内容］

区　　　　　　分

〕　　　＝　　　〔

完　　了

そ の 他

千　円

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

Ⅱ

平成１６年度以降収支差補助はなく、県社協の運営の安定が図られている。 評価に

基づく

今後の

対　応

□

見　直　し　額

［活動指標、成果指標に対する評価］

整理統合

継　　続■ 休　　止

□ 廃　　止

財源内訳

予　算　額　（単位：千円） 0

終期の見直し

特　記　事　項

補助金算定ルール（平成１６年度から）　派遣職員人件費＋収支差額

事      業      名

一般会計
特別会計

法定受託事務

計 画 の 達 成 状 況

結果分類

0.0%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

平均伸び率

△ 6.1%

事業終了
予定年度

経過年数
事　業
開　始
年　度

（単位：千円）

△ 9.8%

Ⅰ

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

国　庫

目標値、指標の積算根拠等

地域福祉

□拡　　充

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

活動 派遣職員数

事業効果

△ 27.7%

△ 27.7%

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

国　　　　　庫

の推移

区　　　　　　分

収支差補助成果

指標

縮　　減

□ □

□

□

所属の

方　針

指標

平成22年度予算額

0

地域福祉の充実を図るため、県社協独自財源の確保に努める。

[事業の評価]

その他特定財源

一　般　財　源

－2－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ 3 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

6,494 6,474 6,456 6,439

6,494 6,474 6,456 6,439

6,494 6,474 6,456 6,185

351 297 357 443

993 1,116 764 986

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所属の

方　針

指標

平成22年度予算額

6,419

　社会福祉法人・施設の経営環境が変化する中で、各法人には福祉サービスの適正化や経営の効
率化、職員の確保・処遇改善といった様々な課題への対応が求められており、当該事業の必要性
は高い。

[事業の評価]

その他特定財源

一　般　財　源

縮　　減

□ □

□

□

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

国　　　　　庫

の推移

区　　　　　　分

施設経営相談件数成果

指標

活動 経営研修・セミナー参加者数

事業効果

△ 0.3%

△ 1.6%

□拡　　充

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

地域福祉

9.6%

事業終了
予定年度

経過年数
事　業
開　始
年　度

（単位：千円）

△ 0.3%

特別会計

法定受託事務

3.3%

国　庫

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

6,419

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名

一般会計

継　　続■ 休　　止

□ 廃　　止

計 画 の 達 成 状 況

財源内訳

予　算　額　（単位：千円）

結果分類

Ⅰ

Ⅱ

終期の見直し
　相談の多いテーマに対応した研修等を開催するなどして多くの参加を得ている。 評価に

基づく

今後の

対　応

□

見　直　し　額

［活動指標、成果指標に対する評価］

特　記　事　項

整理統合

〕　　　＝　　　〔

完　　了

そ の 他

千　円

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

[事業目的]

社会福祉施設への指導援助体制を整備し、適正かつ安定的な経営と入所者処遇の向上を図る。

社会福祉法人・施設に関し指導・助言を行う福祉施設経営指導員の設置等に対し補助する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

6,419

6,419

［事業内容］

区　　　　　　分

企業会計
会計区分

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

県　単

その他

福祉施設経営指導事業補助金 含まれる事業数

事務区分

健康福祉

－3－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ 45 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 41 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

31,270 27,909 24,934 21,966

30,967 27,909 24,934 21,966

30,967 27,909 24,925 21,901

62 60 58 57

83 79 77 73

2,704,783 2,459,751 2,243,781 2,006,986

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 11.4%

△ 11.4%

平均伸び率

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

△ 11.6%

［事業内容］

指標

[事業目的]

民間社会福祉法人等が独立行政法人福祉医療機構から借り入れた施設整備資金に対して利子補給を行い、法人会計の円滑な運営と施設整備の促進を図る。

民間社会福祉施設が独立行政法人福祉医療機構から借り受けた整備資金に対し、利子補給を行う。

[予算額および指標の推移等]

22年度

19,061

19,061

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

民間社会福祉施設整備利子補給補助金 含まれる事業数

整理統合

〕　　　＝　　　〔

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止 完　　了

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

□

 〕　／　整備目標

□

借入金に対して利子補給を行うことにより、社会福祉法人等の円滑な施設整備の促進が図られ
た。

今後、高齢社会の進展等に伴い、民間社会福祉法人の健全な発展を図る必要があり、引続き継続
する。

そ の 他廃　　止

□

□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 地域福祉

事      業      名

元気な社会

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

継　　続

評価に

基づく

今後の

対　応

△ 4.2%

△ 9.5% 単位：千円

■

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

□拡　　充

△ 2.8%

19,042

活動

事業効果

の推移

補助対象社会福祉施設数

利子補給の対象となる借入残高成果

補助対象社会福祉法人数

一　般　財　源

財源内訳

指標

19,042

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

平成22年度予算額区　　　　　　分

国　　　　　庫

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 19,042

－4－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ 36 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 50 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

268,484 330,650 302,592 281,934

323,508 293,073 272,496 266,168

323,508 293,073 272,496 266,168

6,613 6,304 6,129 6,011

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 232,700

財源内訳

指標

232,700

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

平成22年度予算額区　　　　　　分

国　　　　　庫

の推移 成果

共済制度加入者数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

事業効果

□拡　　充

継　　続

評価に

基づく

今後の

対　応

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 地域福祉

事      業      名

元気な社会

■ □

 〕　／　整備目標

□

社会福祉施設従事者の共済制度の確立によって、優秀な人材の確保が図られている。

今後、高齢社会の進展等に伴い、社会福祉法人の健全な発展を図る必要があり、引続き継続す
る。

一　般　財　源

そ の 他廃　　止

□

□

完　　了

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

〕　　　＝　　　〔

Ⅲ△ 3.1%

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

社会福祉施設職員退職共済事業補助金 含まれる事業数

［事業内容］

指標

[事業目的]

社会福祉施設職員の退職共済制度を充実し、職員の処遇向上を図ることにより、福祉事業の振興に資する。

社会福祉施設の経営者の相互扶助と国および県の援助により社会福祉施設職員に対し、退職手当金を支給する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

270,495

232,700

232,700

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

0.9%

△ 7.8%

△ 7.8%

平均伸び率

－5－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ 46 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 40 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

74,145 75,115 72,798 71,038

74,145 75,115 72,798 71,038

74,145 75,115 72,798 71,038

5,698 5,573 5,400 5,355

52.3 56.1 58.6

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 1.3%

△ 1.3%

平均伸び率

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

△ 1.3%

［事業内容］

指標

[事業目的]

民間社会福祉福祉施設職員と公立社会福祉施設職員との格差を是正することにより、優秀な人材の確保を図る。

公立社会福祉施設職員との退職手当の格差を是正する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

70,355

70,355

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

民間社会福祉施設退職手当共済事業補助金 含まれる事業数

整理統合

〕　　　＝　　　〔

Ⅲ

Ⅰ

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止 完　　了

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

□

 〕　／　整備目標

□

社会福祉施設従事者の共済制度の確立によって、優秀な人材の確保が図られている。

今後、高齢社会の進展等に伴い、民間社会福祉法人の健全な発展を図る必要があり、引続き継続
する。

そ の 他廃　　止

□

□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 地域福祉

事      業      名

元気な社会

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

継　　続

評価に

基づく

今後の

対　応

5.9% 基金残高／要支給額

■

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

□拡　　充

△ 2.0%

70,355

活動

事業効果

の推移 充足率成果

共済加入者数

一　般　財　源

財源内訳

指標

70,355

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

平成22年度予算額区　　　　　　分

国　　　　　庫

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 70,355

－6－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ 50 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 36 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

2,630 2,630 2,301 1,972

2,630 2,630 2,301 1,972

2,616 2,586 2,149 1,790

117 131 128 129

98 98 86 74

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 1,972

財源内訳

指標

1,972

0

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

平成22年度予算額区　　　　　　分

国　　　　　庫

の推移

ドック受診人数

成果

ドック申込人数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

事業効果

□拡　　充

継　　続

評価に

基づく

今後の

対　応

△ 8.7%

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 地域福祉

事      業      名

元気な社会

■ □

 〕　／　整備目標

□

金利低下により運用利息が減少し、人間ドック受診者数も減少している。

今後、高齢社会の進展等に伴い、民間社会福祉法人の健全な発展を図る必要があり、引続き継続
する。
また、運用利息の確保に努める。

一　般　財　源

そ の 他廃　　止

□

□

完　　了

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

社会福祉施設整備事業等基金の果実事業として実施しており、金利低下により運用
利息収入は減少している。

□

□ 終期の見直し

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

Ⅳ

3.5%

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

社会福祉施設職員福利厚生事業補助金 含まれる事業数

［事業内容］

指標

[事業目的]

社会福祉施設職員の健康管理事業に対して助成し、施設職員の福利厚生の推進を図る。

民間社会福祉法人が実施する施設職員への人間ドック検診に対して助成する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

1,972

1,972

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

△ 6.7%

△ 6.7%

△ 11.6%

平均伸び率

－7－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保護 Ｇ

1 □ □ 46 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 40 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

38,000 39,000 42,000 39,000

24,000 25,000 23,000 29,500

15,000 16,000 14,000 15,500

2 2 1 3

9000 9,000 4,000 8,500

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

4.4%

6.1%

平均伸び率

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

2.4%

［事業内容］

指標

[事業目的]

社会福祉法人等に対し、低利で資金を貸し付け民間社会福祉施設の健全な発展を図る。

福井県社会福祉協議会が実施する貸付事業（福祉施設の整備資金運営資金）の原資を貸し付ける。

[予算額および指標の推移等]

22年度

41,500

27,500

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

民間社会福祉施設振興資金貸付事業 含まれる事業数

整理統合

〕　　　＝　　　〔

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止 完　　了

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

□

 〕　／　整備目標

□

社会福祉施設を設置運営する社会福祉法人等に対し、低利で資金を貸付けることにより、健全な
運営につながった。

今後、高齢社会の進展等に伴い、民間社会福祉法人の健全な発展を図る必要があり、引続き継続
する。

そ の 他廃　　止

□

□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 地域福祉

事      業      名

元気な社会

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

継　　続

評価に

基づく

今後の

対　応

19.0%

■

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

□拡　　充

50.0%

18,500

活動

事業効果

の推移

新規貸付決定額

成果

新規貸付件数

一　般　財　源

財源内訳

指標

27,500

0

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

平成22年度予算額区　　　　　　分

国　　　　　庫

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 27,500

－8－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 □ □ 45 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 40 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

6,264 6,246 6,084 6,094

6,215 6,059 6,069 6,040

6,211 6,057 6,066 6,040

2,283 2,239 2,616 2,815

2,283 2,239 2,616 2,815

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 6,127

財源内訳

指標

536

5,591

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

平成22年度予算額区　　　　　　分

国　　　　　庫

の推移 社会福祉法人・施設等監査計画施設等の監査実績成果

社会福祉法人・施設等監査対象事業所数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

事業効果

□拡　　充

継　　続

評価に

基づく

今後の

対　応

7.5%

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 地域福祉

事      業      名

元気な社会

■ □

 〕　／　整備目標

□

社会福祉法人・社会福祉施設・介護保険事業所等に対する指導監督を計画的に実施することに
よって、これら社会福祉法人等の適正な業務運営の確保が図られている。

今後、高齢社会の進展等に伴い、民間社会福祉法人の健全な発展を図る必要があり、引続き継続
する。

一　般　財　源

そ の 他廃　　止

□

□

完　　了

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅰ

7.5%

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

民間法人指導育成事業 含まれる事業数

［事業内容］

指標

[事業目的]

民間社会福祉法人の適正かつ円滑な業務執行を推進し、その指導および育成を図る。

・社会福祉法人・施設指導監査体制強化事業………社会福祉法人、介護保険事業所等の指導監査。
・関係団体諸補助金……………………………………日赤福井県支部、福井県共同募金会の実施する事業に対して助成する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

6,052

6,127

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

△ 0.9%

△ 0.3%

△ 0.9%

平均伸び率

－9－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

5 ■ ■ 23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 63 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

120,041 123,114 119,681 119,681

119,681 123,114 119,681 119,681

119,541 122,495 119,467 119,245

1,661 1,661 1,666 1,666

139 139 134 134

220,570 220,719 222,874 215,942

324,998 316,734 330,008 321,990

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

0.4%

△ 0.1%

平均伸び率

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

0.3%121,421

121,493

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

［事業内容］

[事業目的]

民生委員・児童委員の資質向上を図り、自主活動および協力活動の活性化を図ることにより、地域福祉の推進に資する。

民生委員・児童委員手当…………………………民生・児童委員に対し、活動費を費用弁償する。
民生委員・児童委員資質向上事業………………民生委員・児童委員に対する研修を福井県民生委員児童委員協議会に委託し実施する。
関係団体諸補助金…………………………………福井県民生委員児童委員協議会の自主事業にかかる経費を補助する。
地区民生委員協議会活動費補助金………………地区民生委員児童委員協議会の活動事業にかかる経費を補助する。
民生委員一斉改選事業……………………………平成２２年１２月１日、民生委員の一斉改選を行う。（３年に１回）

[予算額および指標の推移等]

22年度

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

民生児童委員資質向上事業 含まれる事業数

〕　　　＝　　　〔

1,666

134

Ⅲ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅲ

0.1%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

民生委員・児童委員の役割の重要性から、今後も委員の資質向上、育成、活動の強化を推進して
いく。

評価に

基づく

今後の

対　応

（単位：千円）

特　記　事　項

　〃

結果分類目標値、指標の積算根拠等

△ 0.9%

△ 0.3%

終期の見直し縮　　減

そ の 他廃　　止

□

□

完　　了

健康福祉 地域福祉

事      業      名

元気な社会

■ □

 〕　／　整備目標

少子高齢化の進行、家族形態の変化等、近年の社会環境の急激な変化に伴い、住民の福祉ニーズ
は複雑・多様化し、民生委員・児童委員の役割はますます重要となっており、その活動は増加傾
向にある。

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

H19.12民生委員一斉改選

□拡　　充

△ 0.7%

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

□

継　　続

民生委員・児童委員の年間活動件数合計

民生委員・児童委員の年間活動日数合計

□

休　　止

整理統合

千　円

□

見　直　し　額

決 算 額 の 推 移

活動

事業効果

の推移

主任児童委員数

活動日数成果

区域担当民生委員数

指標

一　般　財　源

活動件数指標

120,821

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分

国　　　　　庫

平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

（19年度単年度：　民生委員一斉改選事業、民生委員制度９０周年記念事業補
助金）

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 121,493

672
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保護・施設整備 Ｇ

8 ■ ■ 30 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 56 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

23,801 29,727 21,817 21,519

23,569 28,023 20,399 257,166

23,556 27,270 19,613 256,905

5 5 5 5

50 42 95 338

22,955 21,596 35,364 22,382

63,190 47,455 56,418 175,970

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

評価に

基づく

今後の

対　応

活動

成果

生活福祉資金については、従来の雇用保険制度および生活保護制度に加えて、雇用と住居を失っ
た者を支援する新たなセーフティネットとして、住居の確保の支援、継続的な生活相談・支援と
併せた生活費の貸付等を実施した。情報提供システムについては、保健・医療・福祉に関する情
報の総合的な窓口となり、利用しやすいシステムとしてアクセス数が増加している。

離職により仕事や住まいを失った方を適切に支援するため、今後とも福祉事務所やハローワー
ク、社協等の関係機関が連携を密にし、相談者を適切な施策につなげる。また、県民に密接な各
種の情報を積極的に提供し、引き続き社会福祉の推進を図る必要がある。

その他特定財源

一　般　財　源

36,679

22,684

ホームページ数

122.0%

0.0%

399.2%

千　円

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

18.7%

事業効果

の推移

生活福祉資金貸付件数

システムへのアクセス件数

拡　　充

継　　続■

 〕　／　整備目標

生活福祉貸付補助金　制度改正に伴う貸付原資236,220千円（21年度９月補正）

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

地域福祉

事業終了
予定年度

事務区分

目標値、指標の積算根拠等

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

事      業      名

法定受託事務

経過年数
事　業
開　始
年　度

[事業の評価]

所属の

方　針

予　算　額　（単位：千円）

7.0%

68.6%

平成21年１０月から生活福祉貸付事業の貸付け要件の緩和等の制度を見直し

事業開始後の見直し状況

休　　止

［活動指標、成果指標に対する評価］

区　　　　　　分

財源内訳

国　　　　　庫

生活福祉資金貸付決定額

計 画 の 達 成 状 況

指標

12,581

平成22年度予算額

71,944

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅰ

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

整理統合 □

□

縮　　減

□

□

そ の 他廃　　止 □

□

□ 終期の見直し

完　　了

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

社会福祉推進事業 含まれる事業数

［事業内容］

指標

[事業目的]

犯罪の防止と青少年の非行防止を図るほか、低所得者等の自立更生のための貸付を行うとともに、保健・医療・福祉に関する各種情報を積極的に提供し、社会福祉の推進を図る。

・関係団体諸補助金……………………………………福井県更生保護事業協会への助成
・保健・医療・福祉情報提供システム運営管理事業……システムの適切かつ安全な管理運営
・生活福祉資金貸付補助金……………………………低所得者・障害者への各種資金の貸付
・離職者支援生活資金利子補給事業…………………離職者の利子負担を軽減
・地域生活定着支援事業（平成２２年度から）……高齢者、障害者等の自立が困難な刑務所等出所者に対する福祉的支援（地域生活定着支援センターの設置、運営）

[予算額および指標の推移等]

22年度

38,300

（単位：千円）

平均伸び率

270.1%71,944

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

2 ■ □ 11 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

73,606 64,618 68,662 73,196

69,309 64,618 68,662 73,196

69,309 64,618 68,662 73,196

1,579 1,886 5,507 6,465

26 26 24 30

214 280 347 386

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

会計区分

[予算額および指標の推移等]

22年度

85,603

［事業内容］

[事業目的]

多様化する福祉ニーズに対応するため、住民参加による福祉の地域づくりを推進する。

・日常生活自立支援事業……………………判断能力が不十分な者の権利を擁護し、自立した地域生活を送ることができるよう支援する。
・福祉サービス苦情解決事業………………福祉サービスに関する公平・中立な苦情処理を実施し、福祉サービスの適正な利用を促進する。

事      業      名

法定受託事務

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

地域福祉推進事業 含まれる事業数

〕　　　＝　　　〔

事　業
開　始
年　度

結果分類

経過年数

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

廃　　止

76.3%

5.8%

□

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□ 終期の見直し

見　直　し　額

そ の 他

計 画 の 達 成 状 況

指標

■

［活動指標、成果指標に対する評価］
□

事業開始後の見直し状況

□

休　　止 完　　了

縮　　減

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

地域における高齢者や障害者の自立した生活を支える福祉社会の実現が求められており、当該事
業へのニーズは高く、継続した取組みが必要。

整理統合

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

その他

一般会計
特別会計
企業会計

地域福祉

事業終了
予定年度

事務区分

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

□

日常生活自立支援事業契約件数累計成果

指標

決 算 額 の 推 移

4.4%

5.8%

2.0%

85,603

22.0%

□

[事業の評価]

その他特定財源

一　般　財　源 42,802

所属の

方　針 □

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

財源内訳

国　　　　　庫

予　算　額　（単位：千円）

事業効果

の推移

福祉サービス苦情解決事業巡回訪問事業所数

平成22年度予算額

85,603

42,801

区　　　　　　分

平均伸び率

日常生活自立支援事業契約件数は年々増加しており、要支援者への日常生活支援として、当事業
の普及が着実に進んでいる。

評価に

基づく

今後の

対　応

活動 日常生活自立支援事業相談件数
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

3 ■ □ 6 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 17 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

15,543 14,269 17,945 15,274

15,499 24,705 17,185 15,274

15,499 24,705 17,073 15,124

79 88 85

430 420

36.6 48.1 54.5

3,688 8,937 10,140

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事業開始後の見直し状況

ボランティアリーダー研修、コーディネーター育成研修は平成２０年度で終了。

国　　　　　庫

指標

活動 ボランティアリーダー研修参加者数

　地域福祉の推進の一端を担うボランティア活動のより一層の振興のため、今後とも継続して支
援を行う。

その他特定財源

一　般　財　源 6,784

財源内訳

[事業の評価]

拡　　充

継　　続

平均伸び率

評価に

基づく

今後の

対　応

決 算 額 の 推 移

事業効果

の推移

コーディネーター育成研修参加者数

ボランティア活動行動者率　％成果

そ の 他

地域福祉

事業終了
予定年度

5.7%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□

□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

アンケート調査結果による

部（庁）

■

22.4%

77.9%

ボランティア活動行動者率は着実に増加しており、目標値（５０％）を達成した。今後も、更な
るボランティアの活動率を上げるための取り組みが求められており、「ボランティア・カフェ」
や「福縁ボランティアネット」等において情報提供を行い、活動機会の拡大を図ることにより、
活動率の向上が期待できる。

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

13,566

6,782

区　　　　　　分

□

□

休　　止 完　　了

ボランティア・カフェ利用者数

計 画 の 達 成 状 況

指標

□

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□ 終期の見直し

見　直　し　額

そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

整理統合 □ 廃　　止

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅰ

4.0%

ボランティア・カフェ利用者数

△ 2.3%

〕　　　＝　　　〔

事　業
開　始
年　度

結果分類

事務区分

事      業      名

法定受託事務

経過年数元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

実行予算

補 助 金

13,566

［事業内容］

[事業目的]

ボランティア活動の普及・促進を図るため、誰でも、いつでも気軽にボランティア活動を始めることができ、支援を受けることができる体制づくりを支援する。

・ボランティアセンター活動事業………………県社協が行う企業、ボランティアグループ等の代表者に対する養成研修事業、情報誌の発行等に対し補助する。
・福縁ボランティア活動促進事業………………ボランティアの情報発信の基地・集いの場となる「ボランティア・カフェ」の運営、情報を一元的に収集・発信するホームページの運営。

△ 2.1%

1.7%

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

ボランティア活動振興事業 含まれる事業数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

[予算額および指標の推移等]

22年度

13,566
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保護・施設整備 Ｇ

1 □ □ 11 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 12 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

372,703 372,030 396,507 413,902

375,134 373,222 442,841 414,196

375,134 373,137 396,476 424,586

317 317 317 316

220,108 214,477 227,957 229,192

401,949 377,333 402,364 416,581

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

国　　　　　庫

活動 １年当たりの開館日数

区　　　　　　分

平成18年度から指定管理者制度を導入し施設の運営を行っている。施設について適正な維持管理
を行うとともに、効果的な広報活動、サービスの質的向上、関係団体との連携を重点課題とし、
健康の森の利用者の増加に向けた取組みを行っていく。

その他特定財源

一　般　財　源

11,168

414,157

平成１２年度　必要経費の精査による管理運営費の縮減
平成１８年度　指定管理者制度の導入に伴い、県民健康センター、生きがい交流
　　　　　　　　　センターを含めた健康の森全体の管理運営委託に移行

事業効果

の推移 成果

指標

施設利用者数

そ の 他廃　　止

□拡　　充

事業開始後の見直し状況

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事　業
開　始
年　度

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

全施設利用者数

計 画 の 達 成 状 況

指標

平成22年度予算額

480,028

54,703

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

法定受託事務

事務区分

地域福祉

事業終了
予定年度

健康福祉

□ □

1.3% 全施設年間利用者数の合計

完　　了

けんこうスポーツセンター、プール、スポーツ公園の年間利用者数の合計

 〕　／　整備目標

□□

千　円

□ 終期の見直し

見　直　し　額

（単位：千円）

縮　　減

整理統合

休　　止継　　続

特　記　事　項

結果分類

そ の 他

ふくい健康の森の管理運営を、指定管理者に指定された（財）福井県健康管理協会に委託する。
　・県民健康センター
　・けんこうスポーツセンター、温水プール、健康スポーツ公園
　・生きがい交流センター

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

Ⅲ

Ⅱ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け みんなの手によるあたたか福祉

県　単

その他

△ 0.1%

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

3.0%

6.9%

4.3%

一般会計

部（庁）

実行予算

補 助 金

事      業      名

経過年数

国　庫

元気な社会

ふくい健康の森管理運営事業 含まれる事業数

[予算額および指標の推移等]

22年度

419,247

480,028

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

ふくい健康の森の各構成施設について、適正な管理運営を行うことにより、県民の健康・生きがいづくりの総合拠点としての機能を十分発揮させる。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

1.4%

開館日の増加、開館時間の延長等、利用者の利便性の向上を図っており、利用者数は順調に増加
している。（平成１９年度は、いきがい交流センターの源泉井戸回復工事による温泉休止などに
より減少）

財源内訳

□

評価に

基づく

今後の

対　応

■所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

2 ■ □ 5 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 18 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

45,977 44,851 42,835 36,529

52,256 52,022 175,203 36,421

52,256 52,022 175,203 36,421

31 33 32 20

866 1,689 1,913 2,071

5,402 6,081 6,729 7,400

8.6 22.7 15.1 15.1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

所　　属 健康福祉 部（庁） 地域福祉

[予算額および指標の推移等]

・介護福祉士等修学資金貸与事業………介護福祉士および社会福祉士の養成施設に在学する本県出身者に対し修学資金を貸与
・福祉人材センター運営委託事業………新たな福祉マンパワーの育成または潜在マンパワーの就労の機会の提供およびこれらの総合的な啓発・広報

22年度

29,881

29,881

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

みんなの手によるあたたか福祉

県　単

その他

福祉マンパワー養成確保事業 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

　福祉人材の養成と確保を図り、社会福祉を推進する。

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅰ

△ 11.4%

43.5%

 〕　／　整備目標

縮　　減

整理統合 廃　　止

完　　了

□

休　　止□所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

■

評価に

基づく

今後の

対　応
見　直　し　額

□
福祉分野での人材の需要は高く求人数が増加傾向にあり、人手不足の恒常化が懸念される。福祉
人材センターにおいては、関係機関（事業者、学校、ハローワーク）と連携し、福祉人材の育成
や潜在福祉マンパワーの掘り起こしに向けた積極的な事業展開が必要。 千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

※求人数については、平成１８年１２月からシステムの変更により新規求人の記録
が3ヶ月ごとに更新されるようになり、引き続き求人する場合、数は重複する。

□ 終期の見直し

□

□

38.9%

11.1%

福祉人材センター無料職業紹介事業状況業務報告件数

継　　続

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

補 助 金

そ の 他

事業終了
予定年度

事      業      名

法定受託事務

元気な社会 事務区分

△ 10.0%

34.8%

52.4%

平均伸び率

経過年数

実行予算
事 業
区 分

国　庫
事　業
開　始
年　度

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

事業開始後の見直し状況

介護福祉士等修学資金貸付制度については、21年度新規貸付分から福井県社
会福祉協議会が実施（20年度に貸付原資132,800千円を補助）
20年度までに貸付決定をうけた者に対する貸付は引き続き県で実施国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

財源内訳

結果分類

就職数／求職数

そ の 他

決 算 額 の 推 移

事業効果

の推移

求人数　※

介護福祉士・社会福祉士登録者数成果

指標

活動 当該年度貸与人数

指標

県内の社会福祉士・介護福祉士の登録者数は年々増加。福祉分野から一般労働市場への人材流出
が続いており、求人数が高い伸びを示すなど人手不足の傾向が見られるが、福祉人材センター取
次ぎによる就職率は向上しており、センターの取組みへの期待は高い。

その他特定財源

一　般　財　源

1,668

21,574

就職率

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

29,881

6,639

区　　　　　　分
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 人権室 Ｇ・Ｔ

1 □ □ 44 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 42 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

9,562 7,471 2,947 2,797

9,561 7,451 2,947 2,797

9,561 7,461 2,947 2,777

64 36 30 29

2,340 1,903 353 281

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

・客員人権研究員手当…………同和問題をはじめとする人権問題に関する各種事項についての調査研究
・人権関係団体補助金…………団体が行う人権・同和問題解決のための諸活動を推進

[予算額および指標の推移等]

22年度

2,777

国　庫

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

事業終了
予定年度

経過年数

地域改善事業 含まれる事業数

2,777

［事業内容］

[事業目的]

同和問題についての正しい理解と認識を深めることにより同和問題の早期解決を図る。

△ 22.1%

△ 22.1%

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平均伸び率

Ⅳ

Ⅳ

△ 21.3%

〕　　　＝　　　〔

その他特定財源

１９年度～　特別対策事業を見直し
２０年度～　地域改善対策啓発事業を人権啓発事業に統合

区　　　　　　分 平成22年度予算額

2,777

財源内訳

[事業の評価]

一　般　財　源 2,777

国　　　　　庫

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

見　直　し　額

△ 40.2%

そ の 他廃　　止

□

□

完　　了休　　止

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 地域福祉

県　単

その他

事      業      名
事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

法定受託事務

事務区分

△ 29.4%

 〕　／　整備目標

拡　　充

継　　続

□

評価に

基づく

今後の

対　応

決 算 額 の 推 移

研修等の参加者数成果

指標

活動 研修等の開催回数

事業効果

の推移

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

整理統合

■

「地対財特法」失効後も依然として残る差別意識の解消を図るために、継続的で粘り強い事業展
開をしていく必要がある。なお、各団体については地域住民に対する啓発活動に取り組み、同和
行政を推進する上での県とのパートナーであることから、その自主的活動が確立するまでは、一
部必要な支援を継続する必要がある。

［活動指標、成果指標に対する評価］

研修会等に多数の参加があり、各種啓発事業等を通じ、同和問題への理解を深め、自立意識の向
上が図られている。

事業開始後の見直し状況

計 画 の 達 成 状 況

指標

所属の

方　針

□

予　算　額　（単位：千円）
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 人権室 Ｇ・Ｔ

1 ■ □ 44 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 42 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

35,653 35,554 35,921 35,993

35,652 35,554 35,921 26,848

35,652 35,544 35,921 26,848

561 571 590 666

4,654 4,931 6,146 7,795

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

多くの住民が隣保館を利用しており、各種相談事業や啓発事業等を通じ、自立意識の向上が図ら
れている。

事業開始後の見直し状況

計 画 の 達 成 状 況

指標

所属の

方　針

□

予　算　額　（単位：千円）

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

整理統合

■

「地対財特法」失効後も依然として残る差別意識の解消を図るために、人権啓発の住民交流の拠
点としての機能を担っている隣保館の運営に対する支援を今後も継続していく必要がある。

［活動指標、成果指標に対する評価］

決 算 額 の 推 移

隣保館利用者数成果

指標

活動 隣保館事業の開催回数

事業効果

の推移

△ 8.2%

 〕　／　整備目標

拡　　充

継　　続

□

評価に

基づく

今後の

対　応

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

法定受託事務

事務区分

健康福祉 地域福祉

県　単

その他

事      業      名
事　業
開　始
年　度

休　　止

19.1%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

[事業の評価]

一　般　財　源 9,018

国　　　　　庫 18,032

千　円見　直　し　額

□

□

完　　了

〕　　　＝　　　〔

その他特定財源

区　　　　　　分 平成22年度予算額

27,050

財源内訳

Ⅰ

Ⅰ

6.0%

27,050

［事業内容］

[事業目的]

福祉の向上や人権啓発のための拠点として、隣保館の運営を補助することにより、地域住民生活の社会的、経済的、文化的改善向上を図るとともに、人権・同和問題の速やかな解決に資する。

△ 2.8%

△ 5.9%

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平均伸び率

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

事業終了
予定年度

経過年数

隣保館運営費補助金 含まれる事業数
事 業
区 分

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

隣保館運営事業に対する補助。

[予算額および指標の推移等]

22年度

31,623

国　庫
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

2 □ □ 24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 62 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

6,868 6,268 6,268 6,268

6,268 6,268 6,268 6,268

6,268 5,868 6,268 5,368

3 3 3 2

461 466 485 329

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 2.2%

△ 4.6%

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

6,268

区　　　　　　分 事業開始後の見直し状況

計 画 の 達 成 状 況

6,268

研修会実施回数

6,268

区　　　　　　分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

の推移 研修会参加者数成果

指標

継　　続 □ □

□

0.0%

一般会計

健康福祉

そ の 他廃　　止 □

完　　了

（単位：千円）

結果分類

平均伸び率

事 業
区 分

法定受託事務

地域福祉

事      業      名 含まれる事業数

千　円

恩給援護

 〕　／　整備目標

□拡　　充

△ 9.0%

△ 11.1%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

縮　　減

整理統合

休　　止

特　記　事　項

□ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

見　直　し　額

□

■

全国大会へ参加する研修については２１年度から全国大会が開催中止となったため参加できず、
実施回数は１回減少したが、県内の研修会は例年実施されており、会員の意識向上に繋がってい
る。

戦没者遺族の慰藉、救済、戦傷病者の更生援護等の実施は、遺族や戦傷病者が等しく願望すると
ころであり、その福祉増進に寄与している。

評価に

基づく

今後の

対　応

〕　　　＝　　　〔

その他特定財源

一　般　財　源 6,268

傷痍軍人会が会員の減少と高齢化により事業を縮小したため、平成18年度に傷
痍軍人会への補助およびやすらぎ交流事業を廃止した。 (財団法人の廃止平成
19年3月)国　　　　　庫

事　業
開　始
年　度

Ⅳ

Ⅳ

財源内訳

指標

事務区分

そ の 他

22年度

その他

事業終了
予定年度

活動

当 初 予 算 額 の 推 移

特別会計
企業会計

会計区分

目標値、指標の積算根拠等

国　庫

部（庁）

実行予算

補 助 金

遺家族等援護諸費

[予算額および指標の推移等]

団体の育成、参拝事業、会員の研修に助成する。
（１）福井県遺族連合会補助　　　　　遺族連合会団体育成費　　千鳥が淵墓苑参拝事業　沖縄福井之塔参拝事業
（２）福井県軍恩連盟連合会補助　　　軍恩連盟連合会会員の研修　広報活動

経過年数

[事業目的]

援護関係団体の育成助長を図り、活動を促進し、もって遺族、傷痍軍人および旧軍人の援護に資する。

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

県　単
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 恩給・援護 Ｇ

1 ■ □ 53 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 33 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

160 160 160 160

160 160 160 160

160 160 160 160

12 12 14 12

71 96 83 54

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

160

80

国の法律に基づき実施しているものであり、被爆者の高齢化に伴い健康不安が増大していること
から継続が必要である。

その他特定財源

一　般　財　源 80

活動 相談会の開催数

指標

相談会の参加者数は増加しており、放射線による健康障害の不安、生活障害の不安が増大してお
り、ニーズは高まっている。

区　　　　　　分 平成22年度予算額

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

結果分類

そ の 他

決 算 額 の 推 移

事業効果

の推移 相談会参加者数成果

指標

□拡　　充

継　　続

□

□

廃　　止

□

□

事務区分

0.0%

0.0%

0.0%

平均伸び率

経過年数

実行予算

目標値、指標の積算根拠等

△ 4.4%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務
事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

 〕　／　整備目標

■

事業開始後の見直し状況

国　　　　　庫

休　　止

評価に

基づく

今後の

対　応

完　　了

□

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□ 終期の見直し

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

整理統合

計 画 の 達 成 状 況 〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

Ⅲ

0.8%

国　庫

県　単

その他

事 業
区 分

被爆者生活相談委託事業 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

放射線による健康障害という被爆者の苦しみを和らげ、その解決を図るため相談会等の実施を委託する。
（委託先：福井県被爆者団体協議会）

被爆者相談事業〔相談会の開催、相談員講習会の開催、広報誌（会報）の発行等〕

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

事業終了
予定年度

事      業      名

法定受託事務

22年度

160

160

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

所　　属 健康福祉 部（庁） 地域福祉

[予算額および指標の推移等]
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 人権室 Ｇ
5 ■ ■ 12 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 11 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

43,185 21,783 28,379 24,976

43,213 20,077 25,733 23,488

43,213 19,184 25,331 22,591

600 600 600 600

1,052 1,143 1,026 1,016

91 96 92 98

210 264 295 252

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事業開始後の見直し状況

財源内訳

予　算　額　（単位：千円） 24,388

16,431

区　　　　　　分

570

7,387

平均伸び率

人権センター利用者および相談件数は減少したものの、人権啓発フェスティバルの来場者アン
ケートによる人権への理解度は９８％と向上した。

県民に対して、人権尊重意識およびその擁護についての理解の向上を促進するため、県民への周
知を図りながら引き続き各種啓発活動および相談事業等を実施していく必要がある。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

評価に基

づく今後

の 対 応

活動

[事業の評価]

事業効果

の推移

人権センター利用者

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

来場者アンケートによる理解度（％）成果

行事来場者

地域福祉

経過年数

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

人権啓発フェスティバル来場者

□拡　　充

継　　続

結果分類

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

事　業
開　始
年　度

部（庁）

そ の 他

人権センター利用者

人権啓発フェスティバル来場者アンケート

■

2.6%

7.6%

完　　了

人権センター相談件数

□

そ の 他廃　　止

□

□

休　　止

相談件数

計 画 の 達 成 状 況

指標

□ □

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□ 終期の見直し

見　直　し　額

0.0%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

整理統合

平成22年度予算額

補 助 金

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅱ

△ 0.9%

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

実行予算

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

指標

[事業目的]

基本的人権の尊重とその擁護について、正しい理解と人権尊重思想の普及を図るため、人権に関する総合的な連絡調整、県民に対する啓発、情報提供および相談事業等を実施する。

・人権教育啓発推進事業…………人権週間のテレビCM、路線バス広告、人権啓発フェスティバルの開催、市町地域人権啓発活動活性化事業
・人権研修事業……………………人権啓発セミナー、人権関係相談員研修
・人権施策推進審議会運営事業…福井県人権施策推進審議会、福井県人権施策推進本部幹事会の開催
・人権センター運営事業…………福井県人権センターの運営費、人権相談員の人件費
・移動特別相談業務委託事業……福井県人権擁護員連合会に対する業務委託

[予算額および指標の推移等]

22年度

含まれる事業数人権教育啓発推進事業

△ 7.6%

△ 11.5%

［事業内容］

事      業      名

△ 7.7%25,083

24,388
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 拉致被害者・家族支援 T
2 □ ■ 15 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

 19年度  20年度  20年度  21年度

3,022 3,029 3,039 3,045

3,027 3,034 3,028 3,028

2,998 2,998 3,002 3,006

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

0.4%

0.1%

［事業内容］

事      業      名

0.1%

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

含まれる事業数拉致被害者・家族自立促進事業

指標

[事業目的]

　拉致被害者の早期の自立を促進するため、勤労意欲のある被害者の雇用機会を確保するとともに、業務を通じて社会適応能力の向上を図る。また、生活基盤の再建等に資するため、民間住宅を県が職員
住宅として借り上げ、貸与する。

１　拉致被害者の雇用
２　住宅の借上・修繕

[予算額および指標の推移等]

22年度

3,035

3,080

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

実行予算

補 助 金

〕　　　＝　　　〔

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

整理統合

平成22年度予算額

□

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

H16までは国際政策課所管
H17～18は政策推進課所管
H19から地域福祉課所管

□ 終期の見直し

見　直　し　額

そ の 他

計 画 の 達 成 状 況

指標

廃　　止

□

□

休　　止■ 完　　了□

□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

事　業
開　始
年　度

部（庁）

そ の 他

地域福祉

経過年数

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

結果分類

事業効果

の推移

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

成果

平均伸び率

今後とも拉致被害者の早期の自立促進のため、継続して支援を行う。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

評価に基

づく今後

の 対 応

活動

区　　　　　　分

471

2,609

事業開始後の見直し状況

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 3,080
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保護 Ｇ
1 ■ □ 21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 18年度  19年度  20年度  21年度

4,560

3,043

3,043

1

0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事業開始後の見直し状況

財源内訳

予　算　額　（単位：千円） 9,501

区　　　　　　分

6,334

3,167

平均伸び率

社会福祉施設の耐震診断経費に対し助成することで施設の耐震化を促進する。

２１年度に実施した耐震診断の結果を踏まえ、施設の耐震改修に対し支援し、耐震化を促進す
る。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

評価に基

づく今後

の 対 応

活動

[事業の評価]

事業効果

の推移

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

社会福祉施設耐震化率成果

耐震診断実施施設数

地域福祉

経過年数

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

結果分類

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

事　業
開　始
年　度

部（庁）

そ の 他

地域福祉課所管民間社会福祉施設における耐震化率

■ 完　　了□

そ の 他廃　　止

□

□

休　　止

計 画 の 達 成 状 況

指標

□ □

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□ 終期の見直し

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

整理統合

平成22年度予算額

補 助 金

〕　　　＝　　　〔

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

元気な社会

みんなの手によるあたたか福祉

国　庫

県　単

その他

実行予算

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

指標

[事業目的]

　社会福祉施設の耐震診断に対して補助を行い、施設の耐震化を促進する。

社会福祉施設耐震化促進事業・・・・・社会福祉施設（救護施設）の耐震診断に対し補助する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

含まれる事業数社会福祉施設整備事業補助金

212.2%

［事業内容］

事      業      名

1,660.5%80,277

9,501
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